
４．四半期損益計算書
（単位：百万円）

平成28年 6月30日まで 平成29年 6月30日まで

第１四半期累計期間 第１四半期累計期間
平成２８年度 平成２９年度

平成28年 4月 1日から 平成29年 4月 1日から

金      額 金      額
科 目

期 別

946,194 872,880

748,644 641,138

( う ち 保 険 料 ) ( 748,482 ) ( 640,960 )

177,698 201,653

( う ち 利息及び配当金等収入 ) ( 157,913 ) ( 168,549 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 3,202 ) ( 536 )

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ) ( ――― ) ( 17 546 )

資 産 運 用 収 益

保 険 料 等 収 入

経 常 収 益

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ) ( ) ( 17,546 )

19,851 30,088

1,006,232 811,716

545,676 592,623

( う ち 保 険 金 ) ( 136,704 ) ( 202,012 )

( う ち 年 金 ) ( 160,712 ) ( 163,950 )

( う ち 給 付 金 ) ( 113,385 ) ( 107,098 )

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

そ の 他 経 常 収 益

( う ち 解 約 返 戻 金 ) ( 113,568 ) ( 97,143 )

( う ち そ の 他 返 戻 金 ) ( 19,897 ) ( 20,747 )

152,679 51,595

152,633 51,567

45 27

178,327 44,669

( う ち 支 払 利 息 ) ( 5 003 ) ( 2 654 )

責 任 準 備 金 繰 入 額

社員配当金積立利息繰入額

資 産 運 用 費 用

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

( う ち 支 払 利 息 ) ( 5,003 ) ( 2,654 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) ( 625 ) ( 7,267 )

( う ち 有 価 証 券 評 価 損 ) ( 125,488 ) ( 1,019 )

( う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ) ( 14,375 ) ( 22,959 )

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ) ( 22,683 ) ( ――― )

85,755 85,233

43,794 37,593

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

△60,038 61,163

107,279 ―――

107,279 ―――

906 17,067

258 215

346 80

0 0偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 等 処 分 損

減 損 損 失

特 別 損 失

価 格 変 動 準 備 金 戻 入 額

経 常 利 益 ( △ は 経 常 損 失 )

特 別 利 益

0 0

――― 16,370

300 400

46,335 44,095

*1 5,335 3,088

5,335 3,088

40,999 41,006

法 人 税 等 合 計

四 半 期 純 剰 余

税 引 前 四 半 期 純 剰 余

法 人 税 及 び 住 民 税

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

（注） *1　法人税及び住民税には、法人税等調整額を含んでいます。
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

平成２９年度第１四半期会計期間末 

１．四半期特有の会計処理 

（１）四半期貸借対照表については、前年度の剰余金処分案が７月４日の総代会にて承認されることを前提としており

ます。 

（２）税金費用については、当第１四半期累計期間を含む会計年度の税引前当期純剰余に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純剰余に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

   なお、法人税等調整額は、法人税及び住民税に含めて計算しております。 

２．責任準備金には、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、平成８年４月１日以前に契約締結した個人年

金保険契約について、予定利率２.７５％を用いて保険料積立金を計算したことにより生じた差額を追加して積み立て

ることとしたもの（平成１９年度から３年間にわたる積立てを完了。なお、年金開始する契約の年金開始後部分は、

平成２２年度以降も年金開始の都度積立て）が含まれております。 

また、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、変額保険および平成７年９月２日以降に契約締結した一

時払養老保険契約を対象として平成２６年度において積み立てたものが含まれております。 

３．外貨建その他有価証券のうち債券について、円相場の著しい上昇により生じた換算差額を有価証券評価損として計

上しておりますが、この計上の要否を判定するにあたり、前中間会計期間より、決算日の為替相場による方法から、

決算日前１ヵ月の平均相場による方法に変更しております。 

４．社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高 ２３６,９５９百万円

前期剰余金よりの繰入予定額 １６９,８１５百万円

当第１四半期累計期間社員配当金支払額 ６６,３５９百万円

利息による増加等 ４０百万円

当第１四半期会計期間末現在高 ３４０,４５５百万円

５．７月４日の総代会にて承認された定款変更を受け、保険業法第６０条の規定により基金を５０,０００百万円新たに

募集いたしました。 

６．８月４日に基金を１００,０００百万円償却したことに伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第５６条の規定によ

る基金償却積立金へ振り替えております。 

７．消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の貸借対照表価額

は、１,８０２,１７４百万円であります。 

８．負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債および外貨建劣

後特約付社債であります。 
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注記事項 

（四半期損益計算書関係） 

平成２９年度第１四半期累計期間 

１．当第１四半期累計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

（１）資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で１つの資産グループとしております。また、

保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに１つの資産グ

ループとしております。 

 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

（３）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

   

用　途 件　数 減　 損　 損　 失（百万円）

土　地 建　物 計

賃貸不動産等 ０件 ― ― ―

遊休不動産等 １件 ５０ ３０ ８０

合　計 １件 ５０ ３０ ８０

 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産等については

正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については見積乖離リスクを反映させた将来キャッシュ・フロ

ーを１.９２％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評

価額等から処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価格等を基準にした評価額等をもとに算定しております。
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